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高齢者社会の課題 と展望
上 田 千 秋
は じ め に




だが,こ れ らの多 くは,現 に高齢者である者の福祉に中心を置いた り,いわゆる福祉見直 し
の一環 として所説を紹介す るものが意外に多 く,加速化の一途をたどる人口の高齢化と,経済





人 口変動 の特徴 的な変化 のなかで,ま ず高齢者 の絶対 的増加 につ いて考 えてみ よう。65歳以
上の人 口は,1985年の国勢調査 で総人 口の1割 を超 えた こ とが 明 らかに され,15年後の2000年
には1,994万人,15.6%,2010年には2,448万人,18.8%に達す る ことが予測 され ている。つ ま
り今後25年間に高齢者数 は倍増 し,さ らに30年後 の2015年には,2,731万人,21.1%と飛躍的
な高齢化を示 し,さ らに数十年 は この ピー ク状態 が続 くもゐ とみ られて いる。
このよ うな高齢者人 口の急増 の推移 をた どってみ よう。第1回 の国勢調査 の行われた1920年
に は僅かに294万人であった。 それ が10年後 の1930年には306万人 とな った。 この間の伸 び率 は
4,1%であ る。 だが戦後 の1950年の410万人に対 し,10年後の1960年に は535万人 とな り,30%
の伸 びを示す よ うに な り,1970年には733万人,伸 び率37%,"1年 に は1,065万人,こ の間の
伸 び率45%となった のである。 改 めて表①を見 てみ よう。1965年に624万人であ った65歳以上
人 口は,1985年には1,220万人 とほぼ倍増 し,さ らに2010年には2,448人に倍増す る。つ ま り,
これ までの20年に2倍 になった老齢人 口は,こ れか らの25年でまた2倍 になる。 しか も特 に75
歳以上の後期 老人層は,こ れまでの20年に2.4倍にふえ,こ れか らの25年に2.3倍とな り,2010
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人 口高齢化が急速に進み,し かも高齢化の程度が激 しく,21世紀のはじめに予測される総人
口1億3千 万人の中での,老齢人口2450万人,う ち75歳以上が1千万人 という本格的な高齢化
社会は,欧米社会の高齢化の歴史に も例を見ない人類史上の未曽有の経験 となるといって よい
であろう。
このような高齢化の直接原因は,全体の死亡率低下による寿命の延長であ り,この点か ら日
本人の平均寿命(0歳 の平均余命)の 延びをふ りかえってみよう。
戦前の日本では,「人生僅か50年」が長期にわたる合言葉であったが,実 際の平均寿命は,
1909～13年(明治42～大正2)の 計算で男44.25歳女44.73歳1935～36年(昭和10～11)に
男46.92歳女49.63歳であつたし,日 本人の平均寿命が 「人生50年」に達したの は,戦 後の








ことは有名であるが,一 方では 「平均寿命の延びは高齢者の死亡率低下に負 うところが大きく




















巨視的,長 期 的視 野に立 って,老 人福祉を考 える場合,特 に重要なのは人 口の相対的高齢化
の影響を把握 してお くことであ る。
戦前の 日本では人 口の多産多死を』3ζ昧 して高齢者数 自体 は増加 したが・総人 口に対す る65歳
以上の人 口り割合 はむ しろ若干低下す る傾 向を示 して いた。老年 人 口の割合 が上昇 し始めたの
は戦後の少産少死 に よる年少人 口(0～14歳)の 減少傾 向が続 くよ うにな って か ら で あ る。
1965年に6.3%と再び明治期 の水準 に達 した 老年人 口比率は急激 に上昇 し,現 在10%を超え,
2000年に15.6%,2020年に21.8%とな ることが予測 されてい る。(再 び表①参照)、
しか もわ が国の場合,人 口高齢 化の速度 が欧米諸 国に比 べ ると余 りに も急速であ る点が特に
注意 を要す る。た とえば7%か ら14%に達す るのに,早 い時期 に高齢化が進 んだ フランスでは
115年,スウェーデ ンでは85年を要 している。 これ に比べ西 ドイツ,イ ギ リス は相当な速 さで
あった が,そ れで も45年かか っている。 ア メ リカは今後 もしぼ らく11%台を維持 し,14%台に
入 るのは2020年頃 とみ られてい る。 これ に対 し日本 は僅か26年の速 さであ る。 アメ リカが14%
の階段を昇 りつめた頃に,日 本 はさ らに21.8%とい う超高齢化の階段に到達 している ことに な
る。
人 口の相対 的高齢 化を示す指標 と して の 年齢三区分 に よる老年人 ロ指数(15～64歳人 口を
100とす る65歳以上人 口の大 きさ)を みてみ よ う。 現在 この指数 の高 い国 としては,ス エ ーデ
ンの25.7(1981),イギ リスの23.3(1980),西ドイツの23.2(1980)などがあげ られ るが,日
本 の場合,1980年に13。5,1985年に14.5であ り,2000年に な って 現在 の西欧 なみ の23.3とな
る。 だ が一一方年少人 口指数(15～64歳人 口を100とす る0～14歳人 口の大 きさ)の 方は,出 生
率 の低下に ともなって1980年の35.0,1985年の31.2から,2000年には26.4と低 くな る。 この
結果,従 属人 口指数(年 少人 口指数 と老年人 口指数 の 合計値)は,ユ980年の48.4,1985年の
46.0,から2000年7)49.6へと殆ん ど変 らない。そ こで,「 日本 の将来の高齢化社会は,高 齢者
負担の大 きな圧力を子 どもの負担を軽 くす る ことに よって相殺す る方 向を とることになる。あ
るいはむ しろ,高 齢者負担を緩和 しようとして,出 生行動 としては低い 出生 力にな ることが予
くわ
想されるというべきかもしれない。」とい う見解もでて くる。




負担を緩和 し,欧米諸国の状況と大差のない傾向が,し ばらくは続 くものとみ られるが(表③)
21世紀に入ってか らはヨ年少層の減少が止 まり高齢層の増加が続 くため,生 産年齢人口比率は
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表3生 産年齢人口比率の国際比較
(単位:%)
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を進め,そ の報告を政府刊行物 『2000年の日本』(2000年の 日本シリーズ全10巻)にま とめて
いる。





経験してきた。現在の我が国は世界のGNPの ウエイ トの10%を占め,ア メリカ(22%)ソ連
(13%)に次 ぐ経済大国となっている。国民生活をみても,1人 当り国民所得は先進工業国並
みとな り,物質的な生活水準も急速に高まった。 「報告」は,これか らの日本経済は,日本の
技術開発力,高 い貯蓄率,生産年齢人 口比率の高さ,等か ら考えて,厂今後,内 外諸条件の変
化に適切に対応していけば,他 の先進諸国よりやや高めの成長(中 成長)を 続けていくことは
くや




一つの想定に基づく見方であり,状況の変化によって変わ りうるとい う意味で,か なり弾力的
(6)
なもの として受 け とられ るべ きで ある。」 と断わ ってい る。
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ることになるが,「報告」はこれを集約 して,厂 国際化」,「高齢化」,「成熟化」の3つ の流
れに整理 し,それぞれの変化の波にどう対応すべきか,そ の基本戦略を打ち出している。
まず第1の 「国際化」の流れである。我が国の経済社会の国際化はさらに多様化し,量 的拡
大のみでな く,質的にも異った分野にも進行 し,経済的地位の上昇につれて,国 際経済社会 と









行を見直 し,新 しい仕組みをつ くりあげるとともに,住 み よい社会を実現するための社会環境
ゆ
を着実に整備していくこと」が必要であるとして,次 の5項 目た わた る基本戦略を挙げてい
る。
① インフレの防止を重視 した経済運営を続けること





業化の過程を終え,さ らに技術革新の成果を社会に反映させつつス トックを中心 とした質的充
実を図 らねばならない段階に到達してお り,今後の価値観の多様化と文化社会への志向の高ま
りに応えていくための基本戦略として,「 報告」は次の3つ を示している。
①応用技術,改 良技術を発展させるのみでな く,個性的で創造的な技術開発を進めてい くと
ともに,創造的な人材の養成を行 うこと
②個人,企 業の競争的環境を保ち,日本的特徴を持った企業組織,雇 用慣行を原則 として維





これか らの経済社会発展のために経済審議会が提案した以上の基本戦略は,ど の項 目をとっ
てみても今後の高齢者対策を巨視的に検討する上で無視できない内容を持っている。われわれ




応 じて支給された退職一時金を 目減 りさせ るし,企 業年金や公的年金制度の安定的運営を妨
げ,稼 得手段を持たない高齢者世帯の生活不安を高める。だがインフレの影響は,国内経済,
国民生活の全域に及ぶものであ り,インフレの防止はつねに経済政策の課題 となっているか ら
である。そこで,今後の高齢者対策については,① 高齢者と経済 ・社会活動,② 高齢者福祉の
確保,③ 高齢者 と生活環境,の 順に展望作業を続けることとしたい。
4.高 齢者 と経済 ・社会活動
働 く意欲 と能力を持つ高齢者に就業の機会を保障し,高齢者の知識 と経験を社会に活かし,
高齢者の 自己実現欲求の充足,社 会的連帯感の確保に努めることが,2000年に向けての経済社







この間に55～64歳の中高齢者は384万人増加し,生 産年齢人 口全体の増加を上回る。 更に2000
年を越えると,戦後生まれのベビーブーム世代が中高齢層(55歳以上)に 達するので,労 働力
















であり,第3に 産業用 ロボット,オフィス ・オートメーション(OA)等 の普及をもたらす技
術革新の進展に伴 う省力化の不安などである。当然,労 働力の高齢化に対応した職業教育再訓
練の必要度が高まるであろうが,全 体として必要なのは,労働時間の短縮化を基本とした労働
条件の弾力化となろ う。 わが国の場合,・:1年以降の実労働時間は余 り短縮されていない。
1985年の年間実労働時間は,全 産業(規 模30人以上)で2,110時間,製 造業は2,156時間であ
る。スウェーデンでは 「法律によって,勤続年数や年齢に関係なく,年間5週 間の有給休暇が
保障されるようにな り,年間の標準労働時間は1,840時間と決められた。 現実には,長 期に欠
ゆ
勤する人が多 く,1,600時間 とい うのがo`的 な労働時間になっている」 とい う。成熟化社会の




るが,農家人口の高齢化は一段 と進み,農 業就業人 口636万人のうち50歳以上は54%を占めて
いる。農業就労者の高齢化に対応 した農業政策の転換が求められる。
平均寿命の上昇,成熟化社会への移行にともなって,労 働か余暇かの区別の問題は徐徐に,
賃金労働及び家計補助のための労働か,自 己実現を求めて,健康保持,社 会参加,自 分や家族
のための生産などといった市場経済の枠を超えた労働かの区別の方が より課題となってきたよ
うに思われる。何れにせよ職場を離れた高齢者の多 くが,厂 無為に人生を過すとい うにはあま
ほゆ
りにも健康である」とピエ ・ソエネス(PierThoenes)はいい,「 老人に必要なサービスを





く,あ くまで高齢者の個個の体力 ・知識や経験など適性が活かされ,自 己実現欲求が満 たさ
れ,地 域社会の連帯感の回復に役立つような社会活動の機会の拡大が急務となっている。厚生
省の進めている 「社会参加促進対策全体資料」だけでは充分ではない。地域社会ごとに,健康





経済社会 の進展に伴い,福 祉は国民生活 のあ らゆ る側面 に及 ぶ ようになる。 ウィ リヤム ・ロ
ブ ソン(WilliamA.Robson)は「福祉は無 限の広が りを持 って い る。 そ れ は社 会 ・経済環











まず各制度に共通す る基礎年金の原則40年加入,65歳か ら月額5万 円(美婦で10万円,85年










歳支給では,定 年制その他雇用政策 との関連も明らかではな い。 また公的年金制度全体の発
展,公 平性の確保,行 政の簡素化その他の見地に立てば,基 礎年金部分に国庫負担を集中させ
て従来の社会保険方式を維持するとい う改革方針についても再検討の必要 があ るか もしれな























保健制度における加入者按分方式の採用や,退 職者医療制度 に対す る被用者保険の負担のみ
で,乱 立す る制度間の格差が是正 され,社 会的負担の公平化が図られていると見るわけにはい
かない。医療サービスが豊かになればなるだけ医療費の高騰をもたらし医療保険財政を圧迫す
る。1984年の特定療養費制度は,現行医療保険制度を維持す るたて前か ら導入 され,保 険診療
と自由診療の混在を認めているが,保 険医療における差額徴収や差額ベッドが公然化 し,さ ら
に高額医療の出現が避け られなくなっているとすれば,従 来の社会保険の伝統に基 く医療保険
の運営は,も はや限界にきたのではないか とも考えられる。21世紀を目前にして,社会保険の
方法による医療保障機能の有効性が期待できないとす るならば,保険に代る医療の全面的な国
家保障とい うような別途の発想を大胆に採用す ることが必要となろ う。
この点でわれわれはEC諸 国の医療保障の動向に注 目すべきである。すでにイギ リスは国
民保健サービス制度を実施 して40年の伝統を持 ってお り,他のEC諸 国でも医療保険から国
民保健サービスに転換,又 は転換過程にある国が増えつつある。 「こうす ることによって,同
一の医療保障制度が全人口に適用拡大されるばか りでなく,受給資格を確認する高価な行政機
構を廃止した り,予 算による財政方式を導入することに よって,費 用を節約す ることができ
る。また高価な医療に対するインセンティブを除去した り,可能ならば地方 レベルで治癒的な
ロみ
サービスと予防的なサービスを統合することによって,費 用の節約 が可能 となる。」 とエイベ
ルース ミス教授(BrianAbel-Smtih)は説いている。
医療保険か ら国民保健サービスへの移行は決して容易なことではない。だが地域保健医療の
システム化,高 額医療費の排除,そ して何 よりも行政の簡素化につながるのであるならば,行
財政改革を掲げる政府が優先的に取 り組むべき課題ではなかろうか。
だが医療保障が今後どのような形で進行するか,出 来高払方式による保険医療を更に継続す
るのか,そ れとも漸次新たな医療保障改革を求めていくかにかかわ らず,現 行の医療制度を基
礎 とする限 り,問題は一歩 も前進しない。この点について,最近の 『厚生白書』は控え目な表
現ながら次の如 く語っている。
「我が国の医療供給は,自 由開業制を原則 としているため,各 病院,診療所はそれぞれ独立
に設置されてお り,これ らの相互間では必ずしも有機的な連係がなされておらず,ま た,そ れ
ぞれの医療機関が本来の機能を十分に発揮 していない場合が多い。例えば,高 度な医療機能を
有する病院に軽症の患者が多数来院し,病院側はそういう患者の対応に手が割かれるために,
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祉の基礎的前提 となることを確認 しておかなくてはならない。
年金保障ならびに医療保障の課題 と共に老人福祉サービスの充実も大 きな政策課題 となって




は,そ れぞれ約160万人,約180万人に増加す るものと予想 される。」また高齢者世帯やひとり











者総数(18歳以上)198万人の うち60歳以上が半数を 占め,特 に70歳以上は28.2%を占めてい
た。常時介護を必要 とし,居宅で生活を継続することができない,重 度のねたきり老人,痴呆













が提供されているものや,事 業の実施が低調で所期 の効果が挙がっていない もの な どがみら
この
れ,そ の運営の見直しが必要 となっている。」 と述べてい る。 老人福祉行政の各分野にわたっ
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て,つ ねに巨視的な視野に立ってその運営の見直 しを指摘 し続けることは,地 域社会に住むわ
れわれの務めである。
何れにせ よ,老人福祉対策における現行の在宅福祉 と施設福祉の2つ の柱は,地 域社会にお
ける保健 ・医療 ・福祉供給主体の有機的連係が可能 となり,地域社会で日常生活を続けること
を第一…義とする高齢者の多様なニーズに適切に対応できるようなサービス供給システムが完成
しなければ存在価値を持たないものとなろう。
公的年金 と医療保障,つ まり社会保障のためのフローの支出は,今 後も増大す る。だがそれ
にみあうだけの,社会保障の基盤強化のための保健 ・医療 ・福祉施設,つ まり社会福祉ス トッ
クへの投資 も必要 となる。福祉基盤整備のための社会投資が大きく立ち遅れた現在,こ れから
の高齢者福祉の確保のために,わ れわれが何をすべきかが,い ま,大 きく問われているのであ
る。





はない。 「国際化」 「成熟化」そして 厂高齢化」が進行す る経済社会の変化 に対応 して,福
祉の概念 も広がりをみせ,「 満足のいく暮 らし」 とか 「暮 らし向 きの 良 さ」とか,生 活の質
(qualityoflife)を追求す る概念 として意識 されるようになってきているか らである。
これ までの老人福祉は,直接又は間接に貨幣的に測定できる経済的福祉面に焦点を置き,国
民所得や国家予算との比較によって到達水準の是非を論 じてきたし,福祉の増進に不可欠とさ




の連帯性(solidarity)が満たされる社会である。 前者は,経 済的側面 と精神的側面を有する
が,本 書で説かれた高齢者対策の充実が,老人の経済的自立のための必要条件 となろう。そし
て精神的自立のためには,老人の文化的 ・精神的欲求を満 たす生涯教育 の展開が必要となろ
う。 さらに彼 らを老人大学の 「学生」 として処遇す るのではなく,む しろ若い世代に,伝統習
俗や知識,経 験を教授する役割を彼らに期待す ることも必要となろう。
連帯性の強化には,家族の紐帯の重視と地域社会の連帯とが挙げ られ る。 高齢化,核 家族
化,女 性の職場進出,都市化等,経済社会の変化の中で,家族のあ り方,家 庭機能の外部化等
をめ ぐっての混乱が高まっている。だが家族は,わ れわれの生活の原点であ り,人間社会のも





づ くりが前提となる。 これまでの経済成長,過 度の物質主義,過 度の人口移動がもた らした環
境の破壊 ・汚染を抑制し,生活の質的改善を目標 とした新しい環境の創造に努め,地 域住民の
コミュニティ意識を高め,新 しい時代にふさわしい敬老観の涵養を期待しなければならない。




題 もまたそのまま若人の課題である。そしてこれ らは総 じて現在の全国民の課題なのである。
いくたびか くりかえしてきたように,人 口構成の老令化,家 族制度の崩壊,国 民生活の窮乏化
などの社会的潮流は,う っか りしていてそれに気がつかない個人やまた個kの 出来事にできあ
た りばった りで抵抗している個人を,だ まってしかも強い力でえん りょな くおし流してい くの
である。
問題を解 くことのできるただ一つの正 しい方法は,こ の社会的潮流をありのままながめて,
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